
山口県が進めている｢地方創生｣の取組にご協力をお願いします 

産業力強化を進めるための｢高度産業人材確保事業｣への寄附のお願い  

 
 

山口県では、急速に進む人口減少に歯止めをかけ、将来にわたって活力ある社
会を築いていくため、最重要課題として「地方創生」に取り組んでいます。 

 
「地方創生」に当たっては、安定した雇用の場を確保するための地域経済の活
性化が何より重要です。そのための取組として、山口県では、本県経済を支え
る高度産業人材を確保するための奨学金返還補助制度を実施しています。 

 

この取組は、理系大学院又は薬学部を卒業後に県内製造業又は県内情報サービ
ス業に就業した場合に、卒業前２年間に借りていた奨学金の返還を補助する制
度で、本県産業力の強化を通じて地方創生につながる重要な取組です。 

 

産業界の皆様には、この奨学金返還補助制度を実施するための経費
について、本県の経済活性化・地方創生を支援する観点から、ご協
力（寄附）を賜りますようお願いいたします。 

 

お願いしたい寄附額：１口２万円で１口以上何口でも 
              （寄附された金額は、全額損金算入されます。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

• 山口県庁 産業戦略部 総務調整班

• 電話：083-933-2465 FAX：083-933-2469 E-mail：a11400@pref.yamaguchi.lg.jp
問い合わせ先

詳しくは県ホームページで 山口県 産業人材寄附 検索 

「高度産業人材確保事業」に対する企業からの寄附は、平成28年度に創設された地方

創生応援税制（企業版ふるさと納税）の対象です。（県外に本社のある企業が対象です。） 

   

   地方創生のプロジェクトに対して企業が寄附を行った場合に、法人関係税から税

額控除する仕組みです。 

    損金算入による軽減効果（寄附額の約３割）と合わせて、最大で寄付額の約９割が

軽減され、実質的な企業の負担が約１割まで圧縮されます。（令和２年度拡充） 

 

   ①企業の本社が山口県外にあること 

②企業版ふるさと納税の対象となるのは１０万円以上の寄附 

企業版ふるさと納税について 

企業版ふるさと納税の概要 

主な要件 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本学生支援機構(JASSO)等の奨学金の貸与を受けている全国の理
系大学院生及び薬学部生を対象に本事業の対象者を募集

学業成績、県内就業の意欲等に基づき対象者を選考

（2021年度は25人程度を募集）

対象者に対して、県内就職をサポートするための就職ガイダンスや
企業見学会等を実施

大学院等修了等の後に、県内製造業又は県内情報サービス業（製造
業又は情報サービス業を営む企業の山口県内の事業所）で就業した場
合に、就業期間に応じて、奨学金の返還を支援する補助金を交付

就職サポート

就職ガイダンス 

若手社員との意見交換 

工場見学 

高度産業人材確保事業について 

◆ 補助の概要 

【補助対象期間】 

対象者が大学院修了等の後、県内製造業又は県内情報サービス業を有する企業（対象企業）で

就業を始めてから１2 年間のうち、県内製造業又は県内情報サービス業で就業した期間を補助の対

象とします。 

   ただし、補助の対象とする期間（補助対象期間）は最大６年間とします。 

【補助金額】  

  補助対象期間の月数÷72×奨学金の返還額(※) 

  ※対象者に決定された年の４月から２年間に貸与を受けた金額に限ります。 

  県内製造業で 6 年間(72 ヶ月間)就業すれば、対象となる奨学金の返還額が全て交付されます。 


